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 このたび、別添のとおり育児又は介護を行う職員の深夜勤務の制限等に関する事務処理

要領を定めたので、所属職員に周知し、その適正な運用に努められたい。 

 別添 

 育児又は介護を行う職員の深夜勤務の制限等に関する事務処理要領 

第 1 準拠 

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例(昭和 26 年岡山県条例第 58 号。以下

「条例」という。)第 2 条の 3 の規定による育児又は介護を行う職員(会計年度任用職

員を除く。以下同じ。)の深夜勤務の制限(以下「深夜勤務の制限」という。)及び同条

例第 2 条の 4 の規定による育児又は介護を行う職員の時間外勤務の制限(以下「時間外

勤務の制限」という。)については、職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則(昭

和 35 年岡山県人事委員会規則第 16 号。以下「規則」という。)及び職員の勤務時間、

休日及び休暇に関する規則の運用について(昭和 36 年 1 月 31 日岡人委第 42 号通知)に

よるもののほか、この要領の定めるところによる。 

第 2 深夜勤務の制限 

1 請求手続 

(1) 小学校就学前である子(規則第 3 条の 2 の 2 第 1 項に規定する子をいう。以下同

じ。)の育児又は要介護者の介護を行う職員が深夜勤務の制限を請求しようとすると

きは、当該制限開始日の 1 か月前までに、深夜勤務制限請求・制限事由変更届出書

(様式第 1 号。以下「深夜勤務制限請求書」という。)を所属長に提出するものとす

る。 

(2) 深夜勤務の制限を請求した職員は、当該請求に係る事由の確認のため証明書類の

提出を求められたときは、これに応じなければならない。 



(3) 深夜勤務制限請求書を受理した所属長は、深夜勤務の制限の必要性及び深夜勤務

の制限による公務の正常な運営に対する影響について意見を付し、当該請求書を添

付して警察本部長に進達するものとする。 

2 深夜勤務の制限の通知 

(1) 警察本部長は、深夜勤務の制限が公務の正常な運営を妨げるかどうかについて、

文書により、所属長を通じて、速やかに請求をした職員に対し通知しなければなら

ない。 

(2) 所属長は、深夜勤務の制限が公務の正常な運営を妨げない日については、当該職

員に対し、深夜勤務を命じないものとする。 

(3) 所属長は、(1)の通知後において、公務の正常な運営の妨げとなる日があること

が明らかとなった場合にあっては、その理由を付して警察本部長に上申し、その承

認を得た上で、当該日の前日までに当該請求をした職員にその旨を通知し、深夜勤

務を命ずることができる。 

3 制限の終了事由の届出 

(1) 深夜勤務の制限を請求した職員又は深夜勤務を制限された職員は、規則第 3 条の

4 第 1 項各号(規則第 3 条の 6 において準用する場合を含む。)に掲げる事由が生じ

た場合は、遅滞なく、深夜勤務制限請求書を所属長に提出しなければならない。 

(2) 深夜勤務制限請求書を受理した所属長は、当該事由が生じた旨を当該請求書を添

付して警察本部長に進達するものとする。 

4 留意事項 

(1) 深夜勤務の制限には、宿直勤務及び深夜における時間外勤務を命じないことが含

まれる。 

(2) 公務の正常な運営を妨げるかどうかの認定に当たっては、請求期間における職員

の業務の内容、業務量、代替者の配置の難易等を総合的に勘案して判断しなければ

ならない。 

(3) この要領による深夜勤務の制限は、1(1)に規定する職員の請求に基づいて行われ

るものであるが、育児又は介護を行う職員のうち、1(1)に規定する職員以外の職員

について、所属長又は警察本部長が、本人の請求によらず、人事管理又は勤務管理

の観点から深夜勤務の制限を行うことを妨げるものではない。 

第 3 時間外勤務の制限 

1 請求手続 

(1) 小学校就学前子の育児を行う職員又は要介護者の介護を行う職員が時間外勤務の

制限を請求しようとするときは、当該制限開始日の前日までに、時間外勤務制限請

求・制限事由変更届出書(様式第 2 号。以下「時間外勤務制限請求書」という。)を

所属長に提出するものとする。 



(2) 時間外勤務の制限を請求した職員は、当該請求に係る事由の確認のため証明書類

の提出を求められたときは、これに応じなければならない。 

(3) 時間外勤務制限請求書を受理した所属長は、時間外勤務の制限の必要性及び請求

をした職員の業務を処理するための措置を講ずることの困難性について意見を付し、

当該請求書を添付して警察本部長に進達するものとする。 

2 時間外勤務の制限の通知 

(1) 警察本部長は、請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著し

く困難であるかどうかについて、文書により、所属長を通じて、速やかに請求をし

た職員に対し通知しなければならない。 

(2) 所属長は、請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困

難でない場合は、当該職員に対し、時間外勤務を命じないものとする。 

(3) 警察本部長は、時間外勤務制限開始日の変更を行う場合は、所属長を通じて当該

請求をした職員に対し、当該変更前の時間外勤務制限開始日の前日までに当該変更

後の時間外勤務制限開始日を通知しなければならない。 

3 制限の終了事由の届出 

(1) 時間外勤務の制限を請求した職員又は時間外勤務を制限された職員は、規則第 3

条の 8 第 1 項各号(規則第 3 条の 9 において準用する場合を含む。)に掲げる事由が

生じた場合は、遅滞なく、時間外勤務制限請求書を所属長に提出しなければならな

い。 

(2) 時間外勤務制限請求書を受理した所属長は、当該事由が生じた旨を当該請求書を

添付して警察本部長に進達するものとする。 

4 留意事項 

(1) 時間外勤務を制限された職員にあっては、業務の処理方法の工夫等により、勤務

時間内の業務の処理の効率化に努めなければならない。 

(2) 所属長は、時間外勤務を制限する場合は、業務の処理方法、業務分担、人員配置

の変更等により、時間外勤務を制限された職員に過重な業務量や精神的負担を強い

ることのないよう配意しなければならない。 

(3) 時間外勤務の制限を請求した職員の業務を処理するための措置を講じることが著

しく困難であるかどうかの認定に当たっては、(2)の措置が著しく困難であるかどう

かの観点から総合的に判断するものとする。 

(4) この要領による時間外勤務の制限は、1(1)に規定する職員の請求に基づいて行わ

れるものであるが、育児又は介護を行う職員のうち、1(1)に規定する職員以外の職

員について、所属長又は警察本部長が、本人の請求によらず、人事管理又は勤務管

理の観点から時間外勤務の制限を行うことを妨げるものではない。 

第 4 介護両立支援制度等の意向確認等 



条例第 9 条の 6 に規定する配偶者等の介護に係る介護両立支援制度等の意向確認等

については、規則第 14 条及び別に定める方法により行うものとする。 

第 5 その他 

この要領に定めるもののほか、事務の処理に関し必要な事項は、警務部長が別に定

める。 

第 6 文書の保存 

文書の保存は、次の表のとおりとする。 

文書名 保存所属 保存期間 

深夜勤務制限請求書 警務部警務課 3 年 

時間外勤務制限請求書 警務部警務課 3 年 

様式第 1 号 

深夜勤務制限請求・事由変更届出書 

[別紙参照] 

様式第 2 号 

時間外勤務制限請求・事由変更届出書 

[別紙参照] 


